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１

２

第２期柏市公共施設等総合管理計画 改訂に向けた検討
基本方針・目標値の見直し

現状の方針・計画

施設白書編
（平成28年3月）

個別施設再編方針
（平成31年3月）

個別施設再編アクションプラン
(令和元年度作成)毎年更新

３

第２期柏市公共施設等総合管理計画
目次構成案

第１章 柏市公共施設等総合管理計画の位置づけ等

１ 計画の背景と目的
２ 計画の位置づけ

３ 計画期間

４ 対象施設

第２章 これまでの公共施設マネジメントの取組
１ これまでの取組と成果及び効果

２ 上位・関連計画

３ 第２期計画策定に向けた課題のまとめ

第３章 公共施設等を取り巻く現状と課題
１ 人口状況

２ 地域状況

３ 財政状況
４ 保有施設の状況

５ 有形固定資産減価償却率

６ 公共施設等の建替え・改修等に係るコスト試算

第４章 公共施設等の現況把握
１ 建物劣化状況等の評価

２ 用途別の実態把握と課題

第５章 公共施設等の管理に関する方針

１ 公共施設に係る基本方針（全体/地域別）
２ インフラ施設に係る基本方針

第６章 基本方針の実現に向けた取組方針

１ 再編等の手法

２ 施設類型別方針と個別施設再編方針
３ 数値目標の設定（削減シミュレーション）

４ 再編モデル

第７章 計画の推進に向けて

１ 推進体制
２ 計画の進捗管理・マネジメント

３ 地域・市民との合意形成

４ 情報の一元管理

第８章 資料編

個別施設再編アクションプラン
（毎年更新）

今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を
設定する

重点取組施設を位置付け，再編方針に落とし
込み，対応策を示す

施設に関するデータを一元化・共有化し，
毎年更新する仕組・体制を構築する

⚫地域ごとの特性に応じた方針

⚫地域変化への柔軟な対応

⚫地域ニーズに応じた公共施設の集約化・複合化

⚫情報の一元化

⚫ＤＸ化等による管理運営面の効率化

⚫新たな進捗管理手法

⚫所管を超えた横断的な取組体制

⚫維持管理コストに基づく数値目標

⚫面積やコスト削減以外の目標設定

基本方針に追加する内容

基本方針編
(平成29年3月)

(令和4年3月一部改訂)

方針２
計画的な保全による施設の長寿命化

方針１
施設機能の再編と総量の縮減

方針３
財産の活用と管理運営費の削減

(1)市民ニーズに合わせた施設機能の再編
・提供されている行政サービスに着目し、施設の持つ機能
が利用者のニーズに合ったものとなるように見直す。

(2)施設総量の縮減
・施設の延床面積を減らしていくことにより、公共施設の
大規模修繕や建替えに伴う財政負担を抑制する。

(2)優先順位を定めた工事の実施
・公共施設全体の質の維持のために優先順位を定め、

メリハリのある工事を実施する。

(1)計画的・予防的な保全による財政負担

の抑制・平準化
・建物の保全を計画的に行うことにより、劣化の進行を

遅らせ、公共施設の質を確保しつつ、長寿命化を図る。

(3)受益者負担の適正化
・サービスを利用する、しないによる公平性の確保等

(1)市有財産の有効活用(「保有」から「活用」へ)
・市有財産の有効活用による財源確保

(2)民間活力の活用
・民間事業者の専門性を活用し、サービスの向上を図る

公共施設等総合管理計画の策定等に関する

指針の改訂について（令和5年10月総務省）

資料１



利用者1人当たりの公共施設保有量（延床面積）を維持する場合，
将来人口の減少に伴い，40年間で13％の保有量縮減が必要。

第1期計画 第1期計画の目標値の時点更新

この将来推計人口の変化を受け、第1期計画での目標値である,人口1人当たり面積を維持する推計を更新すると，施設利用
者年齢別人口の増加により、必要面積が増加した。 ただし，将来的に生産年齢人口が減少し，高齢化が進行する見込みであ
ることは変わらないため，税収の減少や扶助費の増加など，施設にかけられるコストが圧迫される可能性が残っている。

ポイント

今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を設定する（総量縮減目標の設定）１

※将来人口推計出典：柏市ホームページ「柏市の将来人口推計（2023年推計）」
※将来人口推計は5歳階級の推計値をあてはめている。各歳の推計結果が出た場合、数値が異なる可能性がある

680,528 △13.4

2015年
人口(人)

2055年

人口(人) 増減率(％)

388,264 △5.6

2055年

面積(㎡) 増減率(％)

411,277

786,111

2015年
延床面積
(㎡)

第1期計画時点の将来人口推計 現在の将来人口推計
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（万人）実数 推計 実数 推計

393,975
435,567 413,889

65歳以上

15～64歳

0～14歳

30年後

444,470
+19,062

426,468
417,050

19.9％

66.5％

13.6％

26.3％

61.2％

12.5％

11.8％

73.9％

14.2％

30.3％

58.3％

11.3％

33.4％

55.9％

10.7％

34.9％

55.1％

10.0％

445,530

・ピークが10年後ろ倒し
・ピーク人口も2.6万人増加予測

419,061

ﾋﾟｰｸ
ﾋﾟｰｸ

柏市公共施設総合管理計画「基本方針編」（平成29年３月）時点推計の令和２年総人口と実際の総人口を比較すると，
9,418人の増加となっている。
また，総人口のピークは令和７年の419,061人の予測だったが，令和５年時点の推計では，令和17年の445,530人となっ
ており，総人口が約2.6万人増加し，ピークが10年後ろ倒しとなっている。

2

施設の対象年齢にあわせた現時点での
人口推計に基づく人口動態

2015年の延床面積に対象年齢別の
人口増減率を乗じた場合の

将来の延床面積

対象年齢
2015年
時点面積

2055年（㎡） 増減率

全世代
集会施設，文化施設，
庁舎等

315,091 326,787 3.7%

0～6歳
保育園，幼児・児童福祉
施設（こども発達セン
ター）

25,796 13,354 -48.2%

7～12歳
学校（小学校） ，幼児・児童
施設（こどもルーム）

250,320 358,566 43.2%

7～15歳
その他教育施設（学校給
食センター）

1,083 1,036 -4.3%

13～15歳
学校（中学校） ，その他教育
施設（教育委員会教育支援
室）

149,174 226,586 51.9%

16～18歳 学校（高等学校） 21,145 32,090 51.8%

17歳以下
レクリエーション施設（青少年
センター），幼児・児童施設
（児童センター）

3,515 2,375 -32.4%

18～36歳，
60歳以上

その他施設（シルバー人材
センター・若者サポートス
テーション）

603 636 5.5%

18～64歳
障害福祉施設（障害福祉
サービス作業所 等）

4,481 4,298 -4.1%

18歳以上
その他社会教育施設
（少年補導センター）

106 117 10.6%

40歳以上
高齢者福祉施設（介護老
人保健施設等）

5,176 6,249 20.7%

60歳以上
高齢者福祉施設（老人福
祉センター等）

5,617 7,770 38.3%

全数削減
未利用施設，廃止予定
施設

4,003 - 0.0%

合計 786,111 979,863 24.6%

将来の延床面積

対象年齢 2015年 2055年（人） 増減率

全世代
集会施設，文化施設，庁
舎等

411,277 426,543 3.7%

0～6歳
保育園，幼児・児童福祉
施設（こども発達セン
ター）

25,283 13,088 -48.2%

7～12歳
学校（小学校） ，幼児・児童
施設（こどもルーム）

21,783 31,203 43.2%

7～15歳
その他教育施設（学校給
食センター）

32,614 31,203 -4.3%

13～15歳
学校（中学校） ，その他教育
施設（教育委員会教育支援
室）

10,831 16,452 51.9%

16～18歳 学校（高等学校） 11,489 17,436 51.8%

17歳以下
レクリエーション施設（青少年
センター），幼児・児童施設
（児童センター）

65,557 44,291 -32.4%

18～36歳，
60歳以上

その他施設（シルバー人材
センター・若者サポートス
テーション）

234,752 247,559 5.5%

18～64歳
障害福祉施設（障害福祉
サービス作業所 等）

246,033 235,972 -4.1%

18歳以上
その他社会教育施設（少
年補導センター）

345,721 382,253 10.6%

40歳以上
高齢者福祉施設（介護老
人保健施設等）

236,491 285,514 20.7%

60歳以上
高齢者福祉施設（老人福
祉センター等）

125,522 173,628 38.3%

将来推計人口

411,277 426,543 3.7％

979,863786,111 24.6％
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第1期計画

ポイント

今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を設定する（今後の維持更新コストの見込み）１

※休館できない施設の仮設建物等付帯工事
について，現在の試算には含めていない

計画策定時からコストアップ

柏市公共施設等総合管理計画＜基本方針編＞R4.3一部改訂

試算条件

※単価は暫定版の為，さらに コストが上昇する可能性がある
（整備レベルの違い（要求水準の変化）を考慮した場合）

今後40年間の必要額

年平均約79.2億円

1.5倍

：新増築・建替え

：大規模改修（長寿命化）

：中規模修繕（機能回復のみ（大規模改修の30％ほどの単価を想定））

：学校その他（プール・給食室等）

学校の計画の実施に
より，施設関連経費
も増加している

建替え

第
1
期

第2期計画期間
2025年～2034年（10年間）

総額1,468億円
年平均約147億円

第4期計画期間以降
2055年～2063年（9年間）

総額1,208億円
年平均約134億円

第3期計画期間
2035年～2044年（10年間）

総額878億円
年平均約88億円

第4期計画期間
2045年～2054年（10年間）

総額900億円
年平均約90億円

2024年
総額144億円

施設関連経費
年平均約75.4億円

：中長期保全計画

：経常修繕費（2015年から2022年の修繕（130万円以下の改修）の平均）

（年度）

（億円）

対象

442施設 約78.8万㎡

サイクル

築35年:大規模改修
築70年:建替え

既に築35年以上の
建物の大規模改修は
直近10年に計上する

単価 総務省試算ソフト
① 試算条件の違い ② 物価上昇等による工事費 ③ 整備レベルの違い

コストの変化要因

対象の増加
449施設 約83.7万㎡（＋4.9万㎡）

サイクル見直し（長寿命化）
築20年・60年に中規模修繕、築40年に
大規模改修を実施し、建替えを築80年
に延伸する

病院等は個別施設計画を反映

新築工事の対応事例
・床暖房
・防音仕様の多目的室
・太陽光パネル（避難所機能）
・ＬＥＤ照明

改修工事の対応事例
・バリアフリー
・内部リノベーション

中長期保全計画のコスト時点補正
（建築単価の上昇率（2020～2022）で調整）

総合管理計画のコストの時点補正
（建築単価の上昇率（2018～2022）で調整）

※学校は学校施設長寿命化計画を計上する

1.1倍

1.3倍

長寿命化により-25％

1.4倍
1.3倍1.1倍

今後40年間の必要額

総額 4,598億円
年平均約 115億円

現在

直近の施設関連経費
年平均約75.4億円からは

2022年光熱水費が増加 2020・2021平均の1.6倍

④ 光熱水費等の上昇

計画期間（2016年～2054年）のうち，残り31年間

総額3,390億円, 年平均約109億円

（計画で想定した1.5倍）

建替え： 2018年想定の
大規模改修： 2018年想定の

第1期計画の施設関連経費
33.7億円と比較すると3.2倍
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ポイント

今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を設定する（総量縮減だけではない目標の設定）１

他自治体での目標の検討例

総量及び維持管理コストの縮減だけではなく，あらゆる方法で支出ギャップを埋める必要がある
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：部位改修 ：大規模改修：経常修繕 ：建替え

40年間合計
1388億円

40年間平均
34.7億円/年

財政制約
14.8億円/年

年平均約19億円削減

：削減効果

長寿命化の実施

施設再編適正化
削減額削減面積小分類大分類

-0.2億円-860㎡４施設消防施設

-38.8億円-5,075㎡小学校（13校）中学校（６校）学校教育施設

-15.6億円-2,689㎡コミュニティセンター等(12施設)コミュニティ施設

-1.8億円-651㎡４施設教育施設

-0.5億円-61㎡庭球場（２施設）

スポーツ施設

-0.7億円-700㎡市民ギャラリー

2.3倍

財政制約の

削減しても
ギャップが
残る

将来費用

2,164億円

​

592億円

長寿命化

による低減額

556億円

再編適正化に

よる低減額

220億円
国庫補助金

充当額

211億円
あんしん

基金充当額

105億円

市有地売却に

よる充当額

100億円

施設

使用料等に

よる充当額

26億円

従来 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

1.5倍
財政制約の1.9倍

財政制約の

1.8倍
財政制約の

1.6倍
財政制約の

公共施設
整備基金
充当額

ここまでの
削減額
1,218億円

増額
354億円

工事コスト縮減と面積縮減以外の財源確保

1388億円

計画の残り31年間の必要額

3,999億円
（年平均約129億円）

過去８年の投資実績（９７億円／年）を

基にした，残り３１年間分の試算

3,007億円
（年平均約97億円）

不足分（支出ギャップ）

992億円
（年平均約32億円）

維持管理費まで含んだライフサイクルコスト

（年度）

現在

（単位：億円）

施設関連経費
年平均支出額
約97億円

直近の施設関連経費と比較すると
年平均約32億円の縮減か，増額が必要

光熱水費・委託料 等

今後40年間の必要額
総額 5,382億円
年平均約 135億円

増額

減額

減額

支出ギャップ

支出ギャップ

第2期計画期間
（10年間）

第3期計画期間
（10年間）

第4期計画期間
（10年間）

第4期計画期間以降
（9年間）

総額1,663億円
年平均約166億円

総額1,383億円
年平均約154億円

総額1,072億円
年平均約107億円

総額1,096億円
年平均約110億円

第
1
期2024年

総額168億円

計画の残り31年間の必要額

総額 3,999億円
年平均約 129億円

1

2

3

総量縮減・効率的保全による工事コスト縮減

維持管理，運営費の減額・光熱水費の縮減等

新たな財源の確保（使用料活用・補助金等）

1.3倍

：新増築・建替え ：大規模改修（長寿命化） ：中規模修繕 ：中長期保全計画

：経常修繕費 ：学校その他（プール・給食室等） ：光熱水費、委託費等 年19.4億円
（2023年度調査対象：72.6万㎡の2020年～2022年の平均）
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年20 8040 60竣工

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

経年による機能・性能の劣化

解体・建替え

建物の水準

参考：工事内容
解体・建替え

躯体の健全性
調査結果が良

躯体の健全性調査結果
が良ければさらに長期

に活用する

中規模改修
（機能回復）

長寿命化の基本的な考え方の見直し

⚫建物の目標使用年数は原則，築80年とします。計画的な保全による長寿命化を実施し，躯体調査によ

り問題が無ければ，再度長寿命化して，さらに長く使用する事も検討します。

⚫建物の状態や使用状況，集約・複合化の方針等により，建替えが効率的であると判断される場合には，

必要に応じて建替えも検討します。

• 施設の安全性と運営にとって重要な部位・設備（外壁・屋根・屋上防水・受変電・空調等）については，20年周期を標

準とし，その時の状況を見た上で，計画的に改修・更新する（劣化等の状況により，実施時期が前後することがある）。

• 躯体を長期に（80年程度）使うにあたって，中間年（40～50年）を目途に，躯体の詳細調査を実施し，必要なものには

躯体改修工事を行う。

• 中間年（40～50年）を目途に，躯体以外の部位・設備についても内装，設備，配管を含めた全面的な改修を行う。

• その際，施設に求められるバリアフリー，防災機能等の機能向上についても，その時の個別施設の状況やニーズに

応じて，費用対効果を吟味した上で採用する。

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

築40年目
長寿命化改修
（機能向上）

• 開口部改修（サッシ交換）
• 内部改修（床・壁・天井・家具等下地共）
• 電気設備 (配線・配管類含む更新)

• 給排水設備 (配線・配管類含む更新) 等

• 躯体補修(中性化対策，鉄筋腐食対策等)

築20年目
中規模修繕

（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換

機
能
回
復
①

機
能
回
復
①

機
能
回
復
②

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換 等

機
能
回
復
①

築60年目
中規模修繕

（機能回復）

• 用途変更・新たな諸室の整備
• 機能向上に伴う設備システム変更・機器交換（配
管・配線類含む）

• バリアフリー改修 ・防災・防犯改修
• 断熱化・省エネ化・高耐久改修

機
能
向
上

標準的なサイクルの考え方

改修内容の区分

中長期保全計画外の改修
• 照明，弱電等の更新
• 給湯設備等の更新
• 衛生設備，ガス設備の更新
• 空調，換気設備等の更新

中長期保全計画
• 屋上防水，外壁改修
• 受変電等
• 受水槽・ポンプ

中長期保全計画
と，その他の部
位や設備の更新
計画をあわせる

基準が複数ある

ポイント

今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を設定する（基準の統一：長寿命化の考え方）１

第1期計画

目標使用年数

総合管理計画： 築70年建替え

中長期保全計画：

学校施設長寿命化計画：
築６０年・８０年建替え併用

中長期保全計画： 休館しない前提で，積み残しの
劣化を早期に解消する

整備水準

総合管理計画： 大規模改修（長寿命化）実施

中長期保全計画： 限定した部位を改修

長寿命化改修実施学校施設長寿命化計画：

工事単価の設定

総合管理計画： 総務省の更新試算ソフトを適用

中長期保全計画： 文献から設定

直近の実績工事等を参照学校施設長寿命化計画：

計画推進の考え方

総合管理計画： 積極的に長寿命化を実施する
ことで財政負担を縮減

優先順位を付け，改修・改築
により適切な教育環境を実現

学校施設長寿命化計画：
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ポイント

重点取組施設を位置付け，再編方針に落とし込み，対応策を示す２

• 本市が保有する公共施設のうち，学校施設が過半を占めており，公共施設マネジメントを

推進し大きな効果をあげるためには学校施設と一般施設をあわせて検討する必要がある。

• 庁舎は，本庁舎，分庁舎，分室など12棟が分散している。築30年以上を超える建物が殆ど

の為，劣化対応や設備の更新が必要になっており，他施設に間借りが必要な状況にある。

• 地域コミュニティの拠点施設である近隣センターは，市民相互の交流を支援する場として，

出張所や図書館分館等との複合施設として設置されているが，複合施設間の連携がうまく

機能しておらず，近隣センター自体も固定利用者が多く新たな利用者が少ない等の課題を

抱えている。

• 保育園は，すでに民間事業者との連携を進めているが，支援を要する子どもの増加等，保

育ニーズがますます増加・多様化しており，地域の実情に応じてより一層民間連携が必要

となっている。

背景

適正規模
適正配置

集約化・
複合化

分散庁舎
の集約化

拠点園
民間連携

改善の方向性

⚫ 学校，近隣センター，保育園，
さらに分散化・老朽化した庁舎
の４類型を重点取組施設と位置
付け，再編方針に落とし込み，
対応策を示す。

⚫ それらの４類型は，所管を超え
た連携（集約化・複合化等）も
含めて改善を検討する。

学校
53％

近隣センター ４％
庁舎 ３％

保育園 ３％

その他
37％

１コミュニティ
エリアに複数立地

同じコミュニティ
エリアでも規模に
差がある

同じコミュニティ
エリアでも規模に
差がある

庁舎

保育園

近隣
センター

中学校

小学校

広
域
対
応
施
設

地
域
対
応
施
設

出張所
図書館(分館)



✓ 市内の小学校４校，中学校２校，小中一体校１校で導入済み

✓ 磐田市公共施設予約システムより利用予約後，メールで暗証番号が
送られる 7

公共施設のＤＸ化の推進

学校に図書館や子育て機能等を整備
（東京都千代田区 昌平小学校）

民間活力の活用により，地域の子育て・学習サービスの充実
（神奈川県海老名市）

全市一律の対応ではなく，地域ごとの特性に応じた改善を実施

✓ 駅前開発の事業者との連携により，保育園や赤ちゃんサロン等子育
て支援サービスや学習塾・プログラミング教室等，教育サービスの
提供など，人口増加に伴う新たなニーズへ対応している。

10F

9F

8F

7F

6F

5F

4F

3F

2F

1F

メディカルセンター

クリニックモール

飲食・物販
        

駐車場・駐輪場・
防災    

フィットネス
海老名市：健康増進拠点
「びなウェル」

• 健康増進に関する教室・講座・
相談

• 0歳児親子対象「赤ちゃんサロ
ン」実施

民間：子育て支援施設
• 認可保育園
• 児童発達支援事業所

民間：学習・学びを提供する施設
• 学習塾，進学塾（４教室）
• 英会話教室
• プログラミング居室

再開発ビル
ViNA GARDENS PERCH

✓ 鍵の貸し借りを行わずに，スマートロック（施設予約時に発行され
る暗証番号で，施設を解錠・施錠を行う電子錠）を利用して学校体
育施設を解錠・施錠ができる。

✓ 公民館で開催される講座やセミナーをオンラインで受講できる。

出典：磐田市役所ＨＰ

✓ 狭い敷地を有効活用し，地域に必要な図書館，幼稚園等を整備
✓ ２～４階に学校の教室を，１階に図書館，幼稚園，保育所を配置
✓ 児童館を５階に設け，学校とは別の階段・エレベーターを使用

保育所幼稚園図書館

児童館 学童

管理・運営の体制

出典：文部科学省（学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について）

新築高層
マンション

●学校体育施設のスマートロック化（静岡県磐田市）

出典：鈴鹿市愛宕地域づくり協議会ＨＰ

●公民館でオンライン講座
（三重県鈴鹿市）

✓ 伊勢型紙を使った行灯につ
いて，専門学校教授の解説
等をオンラインで受講し行
灯を作成

東武ｱｰﾊﾞﾝﾊﾟｰｸﾗｲﾝ

我孫子市

我孫子

守谷市

初石

江戸川台

柏たなか

柏の葉キャンパス

柏

鎌ヶ谷市

凡例

(H22→R22年人口増減率(％))

-30未満～-20以上

-20未満～-10以上

-10未満～-1以上

0

1以上～ 10未満

10以上～ 20未満

20以上～ 30未満

30以上～

-30以上

市街化区域

地図出典：柏市 都市計画マスタープラン

北部１

南部１

南部２

中央１

中央２

北部２

●沼南地域

14歳以下 15～64歳 65歳以上

0

2

4

6

8

10

12

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

12.5%

59.5%

28.0% 29.8%

59.5%

10.7%

-1％

今後の人口増加に
伴い，既存施設の
共用化等による行
政サービスの充実

近隣自治体等との
連携強化などを
検討

民間等との連携に
より，施設を持た
ずに新たな市民
ニーズに対応

人口減少エリアで
は，施設の集約
化・複合化による
地域の拠点化

●南部１地域

14歳以下 15～64歳 65歳以上

0

2

4

6

8

10

12

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

30.5%

58.4%

11.2%

32.0%

58.0%

9.9%

高齢化率
が高い

③

-5％

●北部１地域

0

2

4

6

8

10

12

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

14歳以下 15～64歳 65歳以上現在

74,996

99,690

21.5%

61.1%

17.4%

17.9%

64.7%

17.4%

12年後

（万人）

年少人口
比率高い

②

+33％

14歳以下 15～64歳 65歳以上

0

2

4

6

8

10

12

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

23.4%

64.8%

11.8%

24.6%

64.4%

11.0%

+7％

●中央２地域

生活圏が隣接
生活圏が隣接

流山市

生活圏が隣接

松戸市

北部１，北部２は，

中央１，中央２は，

近隣市と隣接しているエリアは，

南部，沼南は，

99,690

+33％

+7％

-1％-5％
高齢化率
が高い

沼南

（次ページに検討イメージ）

ポイント

重点取組施設を位置付け，再編方針に落とし込み，対応策を示す２



①児童生徒数の推移

②学校規模の現状と今後の見込み

③学校施設の老朽化

④通学路の安全

⑤不登校児童生徒への支援

⑥特別支援教育

⑦教職員の多忙化

⑧学区の不整合

⑨学校の規模により生じる変化

⑩いじめ

⑪柏市学力・学習状況調査の結果

⑫子どもの居場所

⑬市立柏高等学校

⑭その他

学校

学校開放

クラブ活動

プール等への対応

コミュニティ・スクール化

施設の
維持管理

学校施設・
運営面での
課題対応

災害時の
避難所機能

教育委員会

災害時の避難施設利用

避難所の運営
（避難訓練，運営等）

施設の維持管理，運営

セキュリティ（鍵管理等）

清掃，備品，修繕管理 等

施設の維持管理，運営

セキュリティ（鍵管理等）

清掃，備品，修繕管理 等

首長部局

学童等運営組織

その他の管理運営

学童等放課後活用
その他の

管理運営等

⚫ 施設の維持管理，災害時の避難所機能，学校
施設・運営面での課題対応，その他の管理運
営等の業務の移行を検討することで効果が見
込まれる

施設の維持管理等の業務の集約化による効果

8

学校施設と他の公共施設との
複合化の検討

⚫ 効果の検証（施設の複合化以外の効果を明
らかに）

⚫ 施設の維持管理，学校施設・運営面での課
題対応，災害時対応等の業務の移行等のあ
り方検証

• 児童生徒のＩＣカードによる出欠席，登下校管理

• 地域に分校を設置しオンライン授業で一部授業を本
校と共同で実施

・地域利用をスマホアプリで管理
（予約，入退室，QRコード発行等，ｵﾝﾗｲﾝ決済）

デジタル技術の活用（DXによる連携強化）

等

学校施設・運営面での課題解決へ

⚫ 先生の負担軽減

⚫ 事務事業の効率化

⚫ 学校設備の高度化への対応

⚫ クラブ活動，学校開放，施設管理

⚫ 学校プールの老朽化への対応

効果

ポイント

重点取組施設を位置付け，再編方針に落とし込み，対応策を示す２
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ポイント

施設に関するデータを一元化・共有化し，毎年更新する仕組・体制を構築する （データの一元化・共有化）3

保全
部位

のみの
修繕
計画

都市部
営繕

管理課

各所管
で管理

各課が個々に施設や施設の情報を管理してお
り，計画の連動や情報を吸い上げるための仕組
みが無い。

資産管理課

市民活動
支援課

保育運営課

こども
政策課

公設市場

柏病院

教育
施設課

庁舎

近隣
センター

保育園

子育て
複合施設

公設市場
整備計画

建替え・
改修計画

学校施設

全て個別に管理している

土木部

上下水道局

道路等
整備計画

プラント
整備計画

等

詳細情報

建物情報一覧（一元化データ）

判
断
指
標
に

基
づ
く

分
析
の
例

地域・避難所・借地・管理状況等の項目も追加可能 実態← 現在

土南部小学校 校舎-1 校舎 RC 3 2,507 1969 S44 54 旧 済 済 H21 24 健全 要補修 長寿命 C C B B B B A - - 73 B B Ⅱ Ⅲ 40
土南部小学校 校舎-2 校舎 RC 3 1,514 1972 S47 51 旧 済 済 H12 18 健全 要補修 長寿命 B C B B B B - - - 73 Ⅱ Ⅲ 31
土南部小学校 校舎-3 校舎 RC 3 532 1984 S59 39 新 - - 健全 健全 長寿命 C B B B B B - - - 73 Ⅱ - 37
土南部小学校 屋内運動場 屋内運動場 S 1 754 1972 S47 51 旧 済 済 健全 健全 長寿命 A A A B B A - - - 86 Ⅱ Ⅲ 47
土南部小学校 給食室 給食室 RC 1 249 1988 S63 35 新 - - 健全 健全 長寿命 B B B - - - - - - 75 Ⅰ - 23
土南部小学校 プール プール S 325 1973 S48 50 - - - - - - - - - - - - - - - C 40
土南部小学校 共用 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - C C A B B
南部近隣センター 南部近隣センター 市民利用施設 RC 2 1,124 1978 S53 45 旧 済 済 - 不明 健全 要調査要調査 B D C A B C - - - 71 Ⅰ Ⅲ Ⅲ 78

図書館南部分館 図書館 RC 2 191 1978 S53 45 旧 - - 不明 健全 要調査要調査 B D C A B C - - - 71 Ⅰ Ⅲ Ⅲ 78
南部出張所 行政系施設 RC 2 90 1978 S53 45 旧 - - 不明 健全 要調査要調査 B D C A B C - - - 71 Ⅰ Ⅲ Ⅲ 78

南部近隣センター体育館 体育室（館） 市民利用施設 S 2 798 1993 H5 30 新 - - 健全 健全 長寿命 B B B B B B - - - 75 B C A - - Ⅰ Ⅰ Ⅱ

ト
イ
レ
環
境

達
成
度

空
調
設
備

グ
ラ
ウ
ン
ド

囲
障

ユニバーサ
ルデザイン

多
目
的
ト
イ
レ

移
動
円
滑
化

内
部
仕
上
げ

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

小
荷
物
昇
降
機

昇
降
機

プ
ー

ル

健
全
度

給
水
装
置

受
変
電
設
備

診
断
補
強

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

施設名 建物名

耐震診断
時データ

評
価

用途区分
西
暦

目視状況

躯
体

基
礎

和
暦

基
準

建物基本情報 構造躯体の健全性

構
造
階
数

延
床
面
積

（
㎡

）

築
年
数

建築年度
耐震
安全性

劣化状況評価

棟 共通

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
開
口
部

公
共

施
設

学
校

D

躯体の健全性 整備水準建物基本情報 躯体以外の劣化状況

建物の工事に携わってこなかった課でも，複数の改善案を検討できる

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ト ◎ ◎ ◎ 改築・長寿命化併用 60 20 1,539,059

◎ ◎ ◎ ◎ ト ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 改築・長寿命化併用 60 20 999,300

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改築・長寿命化併用 80 20 184,335

ト ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 屋体・武道場 80 20 507,510

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 給食室 80 20 136,021
4
◎

塗
4
◎

4
◎

4
◎

4
◎

4
◎

4
◎

4
◎

4
◎ - -

受変電 - -
空 ト ○ ○ ○ ◎ 内 ◎ ◎ ◎ 全体改築型 80 20 55,076

空 ト ○ ○ ○ ◎ 内 ◎ ◎ ◎ 全体改築型 80 20 9,359

空 ト ○ ○ ○ ◎ 内 ◎ ◎ ◎ 全体改築型 80 20 4,410

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長寿命化型 80 20 23,142

合
計

（
千
円

）

2
0
4
2

～

30年後

2
0
4
3

～

2
0
5
2

40年後

2
0
5
3

～

2
0
6
2

20年後10年後

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

10年前

2
0
2
2

2
0
2
1

2
0
2
0

2
0
1
9

2
0
1
8

2
0
1
7

2
0
1
6

2
0
1
5

2
0
1
4

2
0
1
3

改
修
サ
イ
ク
ル

目
標
使
用
年
数

タ
イ
プ
分
類

改修履歴

改修履歴

（億円） 現在

建
替
え

改
修 長寿

命化

中規模
改修

劣化部
位改修

建替え

今後40年間の修繕改修コスト

概要情報 情報を一元化・見える化することで，今後の方向性や，改修の優先順位が判断でき，計画の根拠が分かる

専門家のための積算に使用できる仕様・数量データや部位の更新計画，
修繕要望を整理。予算計画の検討に活用できる。

学校施設
長寿命化計画

一般公共
施設

学校の計画と

一般公共施設の

データを合わせる

ＢＩＭＭＳ

実
施
案
件
か
ら
の

デ
ー
タ
の
分
析
・評
価

計画に
反映

（見直し）
（更新）

予算計画（5～10年間）

部位・設備機器一覧 （計画保全対象の管理）

階数 部屋 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

・・・・ 空調 平成館 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 改修
・・・・ 昇降機 平成館 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 改修

評価 コスト
計画設置場所 目標

更新年
名称 設備区分 建物

前回
更新年

更新サイクルで計画→

←劣化状況で計画

耐用
年数

校名 棟名
コスト
（千円）

校名 棟名
コスト
（千円）

校名 棟名
コスト
（千円）

A小 校舎-2 536,039 A小 校舎-2 536,039 A小 校舎-2 536,039
A小 校舎-1 338,681 A小 校舎-1 338,681 A小 校舎-1 338,681

D中 校舎-2 462,098 D中 校舎-2 462,098
D中 校舎-1 308,886 D中 校舎-1 308,886
D中 屋内運動場 116,310 D中 屋内運動場 116,310

E体育館 103,190
874,720 1,762,014 1,865,204

B小 屋内運動場 84,876 B小 屋内運動場 84,876
C小 校舎-1 334,070 C小 校舎-1 334,070
C小 屋内運動場 73,065 C小 屋内運動場 73,065

D中 校舎-3 132,123 D中 校舎-3 132,123
Bセンター 27,073

合計 492,011 624,134 159,195
F小 校舎-1 243,654 Ａ中 屋内運動場 615,139
F小 校舎-2 242,592 Bセンター 86,921

Cセンター 53,518

合計 486,246 0 755,578
Aセンター 屋根・屋上 19,820 F庁舎 外壁 30,048

Dセンター 校舎-4 29,919

合計 19,820 0 59,968

合計 15棟 -500㎡削減 2,872,797 17棟 -1000㎡ 2386148 18棟 -1500㎡ 2,839,945

大規模改造

C・D修繕

長寿命化

建替え

1年目 2年目 3年目

建替え

大規模
改修

計画保全

部分的な
機能向上

事後保全

保守点検
委託費
光熱水費

維
持
管
理
費

修繕（130万
以下）

見直し

〇〇館

〇〇館

既存
データ 総合管理計画

公有財産台帳

資産管理課

法定点検
結果

各所管課 各所管課

耐震診断
報告書

個別施設
計画

各所管課

工事台帳

病院・市場・プラント

法定点検
結果

耐震診断
報告書

個別施設
計画

契約課

学校
施設
台帳

点検・
調査結

果

教育施設課

ゼロカーボンア
クションプラン
（施設評価）

環境政策課

防災対策
（施設評価）

防災安全課

各課で個別に持つ情報

改修：○○億円/年
建替え：○○億円/年
計○○億円/年

躯体の圧縮強度が
不明な建物

出張所・図書館・集会施設等
が既に複合化

早急に対応が必要な
箇所（D評価）がある

劣化部位のみ改修/
大規模改修/再編

再編する場合は学校を
含めた検討が必要

早期建替え/耐力度調査
/耐震補強/解体

ｽﾛｰﾌﾟ/EV/
整備実施

バリアフリー
に難あり

直近に内部改修を
実施したばかり

耐用年数を延ばす/
優先順位を下げる

劣化状況 整備水準老朽化の進行施設用途 長寿命化可否

中長期保全計画
合計 543,627 1件 78,738 4件 7,310 件 101,055 2件 0 件 23,930 5件 0 1件 312,044 件 20,550

沼南体育館一部屋根防水改修及び外
壁塗装等工事

ロビー・ラウンジ屋上，アリーナ棟更衣室・トイレ・器具

室・ステージ等屋上，下部主要外壁，上部主要外壁，ア

リーナ棟北側外壁，アリーナ棟軒裏RC部分，武道棟軒裏RC

部分，ロビー入口側軒天，アリーナ棟東側入口軒天 2028 72,880 〇 72,880

沼南体育館鋼板葺屋根防水改修工事 武道場屋根，アリーナ棟ステージ屋上

2028 47,560 〇 47,560

沼南体育館空調設備改修工事
ｴ ﾊ ﾄ ﾘ ｸ ﾕﾆｯﾄ10基， ｧ ｺｲﾙﾕﾆｯﾄ45台，冷温
水発生器２基

2028 123,867 〇 123,867

沼南体育館冷温水空調設備改修工事 冷温水発生器２基

2024 65,367 〇 65,367

沼南体育館受水槽等改修工事 受水槽1基，加圧給水ユニット１台

2028 7,737 〇 7,737

沼南体育館受変電設備更新工事 キュービクル更新１２面

2028 60,000 〇 60,000

市民生活部 スポーツ課 富勢運動場管理棟
富勢運動場管理棟屋上防水改修及び
外壁塗装等工事

2階屋根，庇天端，階段屋根平場，主要外
壁，玄関庇軒裏

2023 7,310 ○ 7,310

第四期
現状維持

逆井運動場管理棟屋上防水改修及び
外壁塗装等工事

屋根，主要外壁，軒裏

2022 5,500 5,500

逆井運動場PAS又はUGS交換工事 区分開閉器（PAS） 300A 12.5kA

2024 963 963

柏市逆井運動場管理棟受変電設備更
新工事

キュービクル更新２面

2024 14,000 ○ 14,000

逆井市民プール管理棟屋上防水改修
工事

勾配屋根，陸屋根

2022 14,460 14,460

逆井市民プール管理棟外壁塗装等工
事

陸屋根ポーチ部分床，主要外壁，軒裏RC仕上
げ部分，軒裏ボード仕上げ部分

2022 8,540 8,540

柏市逆井市民プール管理棟受変電設
備更新工事

キュービクル更新２面

2024 14,000 ○ 14,000

〇〇課

市民生活部 スポーツ課
逆井市民プール管
理棟

第三期
現状維持

市民生活部 スポーツ課 沼南体育館

市民生活部 スポーツ課 逆井運動場管理棟
第三期
集約化

第四期
現状維持

継続

継続

継続

継続

継続

個別施設の
整備計画

コストプラ
ンニング

基本計画
工事
実施

情報の一元管理

ソフト面の情報

•利用数 ・稼働率 ・トータルコスト
•スペース構成 ・保有機能 ・複合化状況
•管理運営方式 ・利用者満足度 ・要望等
•将来推計 ・財政制約

施設の
今後の
方向性

第1期計画
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ポイント

施設に関するデータを一元化・共有化し，毎年更新する仕組・体制を構築する （毎年更新する仕組みづくり）3

• 柏市は各課で点検や改修の実施，建物に関するデータの管理を行っており，統轄管理

する仕組みがない。このことが今後の計画の運用に影響を及ぼす可能性がある。

• 総合管理計画，中長期保全計画，各個別施設計画で，大きな方向性や考え方を統一す

る必要がある。

• 中長期保全計画で予定されている以外の改修が進んでいない。

• 最も保有量の多い学校と他の公共施設を合わせた改善検討等が必要で，そのためには

情報を一元化する必要がある。

背景

評
価
・
分
析
・
改
善
検
討

計
画
策
定

• マネジメントに必要な情報を一元化・見える化し，改修判断や今後の方向
性等を検討・判断を容易にする。

• この一元化データを用い，計画の進捗管理を行う。

• データを共有することで，公共施設間の連携を強化し，再編や再配置など，
目標の実現に向けた改善策の具体化を行う。

✓ ハード面，ソフト面，環境面等より，公共施設マネジメントの取組みによる効果を測定す
る管理指標を設定して進捗状況をチェックする。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

工事
発注

予算内示に伴う
計画の更新

安全点検【事故発生予防】

施
設
所
管
課

緊急点検
【災害予防】

台風前 降雪前 融雪後

劣化状況調査（所管課）

カルテ
更新

評価・分析・改善検討
長寿命化計画への反映

（修繕・改修時期・整備
レベル・優先順位等）

（２／３の施設は所管課が確認）
（１／３の施設は専門家が点検）

予算要望
の調整

財政
査定

財
務
部

管
財
課

財
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

劣化状況調査（専門家）

（１／３の施設を専門家に委託）
（一部の施設は直営で実施）

専門家調査の
結果を随時報告

各種調整

調整
ヒヤリング

• 長寿命化計画の優先順位と
所管課要求の調整

• 住宅施設課・教育施設課・
財政課・特別職との調整

建物情報一覧
の更新

• 整備レベル見直し，実施工
事履歴更新，建物情報や工
事計画の更新

調整後の修正
などの指示

※3年間で，全対象建物に
専門家による調査が一巡する

個別施設再編アクションプラン

毎年度の運用スケジュール（他自治体の例：長岡市）

稼働率

民間貸事務所損
益分岐点45％を

下回る施設は改
善検討に着手

指標例

利用者数
利用件数

前年度比で３年
連続減少傾向が
続く施設は改善
検討に着手

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
（利用者１人当たり）
（利用１件当たり）

前年度比で３年
連続用途内平均
を上回る施設は
改善検討に着手

市民満足度

• 市民アンケート
(世論調査等)

• 利用者アンケー
ト

エネルギー
消費量

• 前年度比

指標例

CO2排出量

• 前年度比

光熱水費

• 前年度比

指標例

築年数 躯体の健全性 劣化状況 整備水準

築50年以上，使
い勝手に問題の
ある建物は建替え

圧縮強度13.5N/㎟
以下は建替え

Ｄ評価部位，健
全度が低い建物
は早期に改修

目標に対し，達
成度の低い建物
を改修

今後の方向性の判断指標

ソフト
（利用・運営
・コスト）

その他
（環境負荷低減

等）

ハード
（老朽化・
劣化・整備
レベル等）

情
報
の
一
元
化

1 2 3 4 5

第２期 第３期 第４期 2024 2025 2026 2027 2028 2029～ ～2034 2035～

R6 R7 R8 R9 R10 R11～ ～R15 R16～

集会施設  1,032 1978
中長期
保全計画 建替え

体育館     534 1978 建替え

自転車置場       12 1985 廃止

集会施設     995 1989 転用

自転車置場        6 1989 廃止

自転車置場        6 1989 廃止

集会施設     522 1978
中長期
保全計画

移転
廃止

管理事務所     132 1976
中長期
保全計画

移転
廃止

自転車置場       16 1991
移転
廃止

体育館     612 1987
中規模
修繕

倉庫       15 1989
中規模
修繕

自転車置場        9 2020
中規模
修繕

建築
年度
(年)

再編取組

個別施設の
方向性

建物名

現施設と同規模で
建替え田中

近隣センター

西原
近隣センター

西原
近隣センター
体育館

北部
近隣センター

集約化
（建替）

集約化
（建替）

集約化
（建替）
＋廃止
（既存施
設）＋転
用

廃止＋
除却

移転＋
集約化
＋廃止
（既存
施設）

田中KCに集約
し，KCとしては廃
止。既存建物は
転用を図る

移転をする。

利用状況などを
総合的に判断し，
耐用年数をもって
廃止・除却を行
う。

柏ビレジ・北部KC
を集約（現施設と

同規模）

6年目以降の5年間 11年目以降の10年間

施設名
延床
面積
（㎡）
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ポイント

施設に関するデータを一元化・共有化し，毎年更新する仕組・体制を構築する （体制の構築）3

① 各課で建物管理に使用するデータや整備方針が異なる

② 改修判断や点検実施，データの更新は各課で判断している

③ データを取りまとめていない

今後，課題となる可能性がある

（例）・点検の実施状況や建物の整備水準が，各課で不統一になる

・改修内容や時期の判断がつかず，長寿命化改修ができない

・判断基準が自課の情報のみとなり，偏った管理をしてしまう

・上位計画が，全体の状況や個別計画の進捗を把握できない

（都度，調査が必要）

① マネジメント組織に改修計画を提出。マネジメント組織がデータを集約する

② ①の集約データを用い，営繕管理課や財政課を交えて協議

③ 全体を俯瞰できるデータで，再編再配置のような横断的な改善を検討可能にする

所管課 Ａ 所管課 Ｂ 所管課 Ｃ

法定点検
実施

安全点検
実施

データ
保管

改修
判断

工事
実施

データ
保管

130万円
未満

130万円
以上

法定点検
実施

安全点検
実施

データ
保管

改修
判断

工事
実施

データ
保管

130万円
未満

130万円
以上

法定点検
実施

データ
保管

改修
判断

工事
実施

データ
保管

130万円
未満

130万円
以上

バラバラに点検や改修を実施している

集約・取りまとめ
チェック・調整

営繕
管理課
依頼

例：点検・工事
一元化データを用いた計画の運用とデータ更新の実施

マネジメント組織
（情報の一元化）

建物情報一覧
（現在のデータ）

建物情報一覧 更新

施設評価・
工事優先順位付け

点検・調査
・法定点検・安

全点検

点検・
調査実施

結果報告

改善方針の
検討

工事企画・
設計依頼

130万円
未満

130万円
以上

営繕
管理課
依頼

工事
発注

工事
実施

工事
実施

工事決定

個別施設再編
アクションプラン

（横断的な改善検討）

建物情報一覧 更新

実施工事の
データ蓄積

情報共有・

協議

ライフサイクルを通したコスト算定（予算計画）

計
画
保
全

建替え

長寿命化

計画保全

機能向上

事後保全

光熱
水費

修繕
施設運営に
どうしても
必要な金額維

持
管
理
費

保守点検
委託費

点検・調査
・法定点検・安

全点検

点検・
調査実施

結果報告

改善方針の
検討

工事企画・
設計依頼

130万円
未満

130万円
以上

営繕
管理課
依頼

工事
発注

工事
実施

工事
実施

工事決定

所管課
Ａ

所管課
Ｂ

マネジメント推進会議

評価・是正実施の
有無の確認

計画の
精度

アップデータ
分析・評価

単価・整備水準
等の見直し

稼働率

利用者数
利用件数

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

市民満足度

受益者負担調査など

評価

稼働率

利用者数
利用件数

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

市民満足度

評価

所管課
Ａ

所管課
Ｂ

劣化調査・点検

第1期計画

1

2

3

営繕
管理課
依頼

営繕
管理課
依頼

営繕管理課

財政課

資産管理課

…
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重点取組み施設の面積割合

学校
53％

近隣センター
4％

庁舎
3％

保育園
3％

その他
37％

63％

●学校

12

公
共
施
設
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題

財政
状況

地域
状況

人口
状況

ソ
フ
ト
面

用途別
実態

第1期
計画
からの
変化
・
取組
状況

総

括

• 計画策定時より
約５万㎡増加

第1期計画 現 在

• 老朽化が進行し
ている

• 数値目標は進ん
でおらず再検証
が必要

施設
状況

ハ
ー
ド
面

維持
更新
ｺｽﾄ

• 当初の人口推計
を上回る社会増
が生じている

• 人口ピークは10
年後ろ倒しにな
り，約2.6万人増
加の予測

• 市北部・中央と
市南部で地域状
況が大きく異な
り，その違いが
拡大している

• 人口構成と施設
配置のアンバラ
ンスが生じてい
る

• 今後も厳しい財
政状況が予測さ
れる

＜保有内訳＞

近隣センター4%
庁舎
3%

83.7万㎡

利用・
運営・
コスト

その他
37%

• 全体保有量の
63％を占める
４つの類型を重
点取組施設と位
置付け，組織横
断的な改善を図
る必要がある保育園

3%

学校

53%

重
点
取
組
施
設

●近隣センター

●保育園 ●庁舎

北部1地域

中央1地域

南部2地域
沼南地域

南部1地域

北部2地域

中央2地域

柏駅、柏の葉キャンパス駅
周辺で人口増加

0

10

20

30

40

50

60

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32

（万人）
実数 推計

393,975

65歳以上

15～64歳

0～14歳

417,050

19.9％

66.5％

13.6％

第1期計画 現 在

39.4

R32

41.740.4

R2H22 40年後20年後

0

10

20

30

40

50

60

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42 R47 R52

（万人）
実数 推計

435,567
413,889

30年後

444,470+18,002
-8,903

-21,678

426,468

26.3％

61.2％

12.5％

11.8％

73.9％

14.2％

30.3％

58.3％

11.3％

33.4％

55.9％

10.7％

34.9％

55.1％

10.0％

R2 R32

42.6 43.544.5

R17

77 75 72 70 78
22 42 84 100 122

62

40
60

69
89 40

54

299 316

385 379

637

0

100

200

300

400

500

600

700

H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2

（億円）

普通建設
事業費

扶助費

＜歳出の推移＞
• 投資的経費は一定確保しているが
扶助費が20年間で5.5倍に増加

• 生産年齢人口の減少により，
市税収入の増加は見込めない

築30年以上 58.3万㎡ 70％

• 学校の移転改築による増
加含め，廃止・除却等を

行っても， 約4.9万㎡
（6％）面積が増加

築30年以上 50.4万㎡ 64％

83.7万㎡78.8万㎡

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北部1 北部2 中央1 中央2 南部1 南部2 沼南

44.2%23.3%

48.1%
60.1%

39.4%

46.1%

49.2%

50.8% 53.9% 60.6%

39.9%
51.9%

76.7%

55.8%

一般施設

学校

2.8㎡/人 1人当たり
地域保有施設
延床面積

2.1㎡/人 1.4㎡/人 1.7㎡/人 1.8㎡/人 1.4㎡/人 2.2㎡/人

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北部1 北部2 中央1 中央2 南部1 南部2 沼南

65歳以上

15～64歳

0～14歳

28.0％

59.5％

12.5％

28.0％

60.2％

11.8％

30.5％

58.4％

11.2％

23.4％

64.8％

11.8％

23.1％

64.8％

12.1％

30.5％

59.0％

10.5％

21.5％

61.1％

17.4％

地
域
別
保
有
量

人
口
構
成

• 高齢化率の高い南部２，沼南で学校保有割合が高い。

基本方針１:施設機能の再編と総量の縮減

基本方針２:計画的な保全による施設の長寿命化

基本方針３:財産の活用と管理運営費の縮減

建築物系基本方針に追加・補強する内容（案）

(1) 市民ニーズに合わせた施設機能の再編
(2) 施設総量の縮減

(1) 計画的・予防的な保全による財政負担の抑制・平準化
(2) 優先順位を定めた工事の実施

(1) 市有財産の有効活用
(2) 民間活力の活用
(3) 受益者負担の適正化

28% 28%

77%
56%

西原

布施新町

南逆井

第1期計画 現 在

• この５年間の主な変化として
・５年前より工事費・人件費等の高騰で財政状況が厳しい。
・光熱水費も上昇している。
・新たな施策（環境，バリアフリー，DX推進等）で建物の要求水準が高くなっている。
・人口，地域，市民ニーズ等の変化に柔軟に対応する必要がある。

• 総合管理計画と中長期保全計画で目標使用年数が異なる。

• 施設に関する
データを一元
化・共有化し，
変化に柔軟に対
応できるよう毎
年更新する必要
がある

• 西原，布施新町，
南逆井周辺は，
隣接市が生活圏
となっている

63％

• 公共施設の過半を占める。
• 地域による学校規模の差が
大きく対応策も異なる。

• 保育ニーズが増加・多様化
しており，より民間との連
携強化や役割分担が必要

• 複合施設間での連携が弱い。
• 地域コミュニティの拠点と
して改善が求められている。

• 本庁舎周辺で庁舎機能が分
散化，会議室の不足，教育
委員会との連携もしにくい。

• 施設に関するデータを一元化・共有化し，毎
年更新する仕組・体制を構築する（新たな進
捗管理手法，所管を超えた横断的な取組体
制）

• ＤＸ化の推進とあわせて管理運営面の効率化
を図る

• 全市一律の再編ではなく，地域ごとの特性に
応じた機能再編により変化へ柔軟に対応する

• 重点取組施設を位置付け，再編方針に落とし
込み，具体的な対応策を示す

• 今後の維持更新コスト等に基づく数値目標を
設定する（面積やコスト削減以外の目標設
定）

北部1 北部2 中央1 中央2 南部1 南部2 沼南

北部1 北部2 中央1 中央2 南部1 南部2 沼南

人口1人当たり
延床面積

51％ 54％ 61％
40％ 52％

49％

46％

60％
48％

23％ 44％

北部1地域

中央1地域

南部2地域
沼南地域

南部1地域

北部2地域

中央2地域

柏駅、柏の葉キャンパス駅
周辺で人口増加
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1.2倍

：市立病院の整備計画等

学校の計画の実施に
より、施設関連経費
も増加している

直近の施設関連経費の

建替え

第1期
第2期計画期間

2026年～2035年（10年間）
第3期計画期間

2036年～2045年（10年間）
第4期計画期間

2046年～2055年（10年間）
第4期計画期間以降

2056年～2063年（8年間）

総額1,176億円
年平均約118億円

総額934億円
年平均約117億円

計画期間（2016年～2055年）のうち、残り32年間（2024年～2055年）

前計画 総額2,331億円,年平均約72.8億円→総額2,971億円,年平均約92.8億円

総額834億円
年平均約83億円

総額674億円
年平均約67億円

2024年.2025年
総額287億円
年平均約144億円

施設関連経費
年平均約75.4億円

実態・課題のまとめ，改善の方向性

• 民間企業や近隣自治体等との連携強化


